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２ 一般会計歳入歳出予算の概要 
 
 （１）平成20年度当初予算（一般会計）のポイント 

 
 

平成２０年度は、「県民しあわせプラン・第二次戦略計画」の２年目を迎える予算とし
て、「みえけん愛を育む“しあわせ創造県”」の実現のために、厳しい財政状況の中、選
択と集中を図りながら次の点を基本に編成しました。 

厳しい財政状況においても、「文化力」に基づく政策を、「新しい時代の公」にふさわ
しい進め方で展開する「質の行政改革」を本格的に推進し、公共サービスの水準の維
持、質の向上をめざしていきます。 
 
 
 
 
 

 
 

「県民しあわせプラン」の実現に向け、本県が迎えているチャンスに的確に対応
し、県民の安心や満足を築くため、第二次戦略計画の３２本の「重点的な取組」の
着実な推進を図る。 

      
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
「平成２０年度県政運営方針」に示された対応方針や「喫緊の課題」に的確に対

応していくために、戦略的、重点的な配分を行うなどメリハリのある予算とする。 
 
 
 
 
 

厳しい財政状況のもと、限られた経営資源の中で、「みえ経営改善プラン（改定計
画）」に基づき、「選択と集中」を一層進め、簡素で効率的な「身の丈」にあった行財
政運営を進める。 

 
 
 
 
 
 

 
 ３ 財政健全化への取組 
 

 
 １ 重点的な取組の着実な推進 
  

 
 ２ 喫緊の課題等への的確な対応 
 

第二次戦略計画における「重点的な取組」（２１本の「重点事業」と１１
本の「みえの舞台づくりプログラム」）について、平成２０年度は、総額４
１７億円を確保。（対Ｈ１９年度６月補正後予算と比較すると１２．１％の
増） 
 

○重点事業             約 ３５６億円 
○みえの舞台づくりプログラム 約  ６１億円 
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業クラスターの形成を推進する。 
 
 
 
（新規）  地域イノベーション人材育成基盤整備事業 【みえの舞台づくりプログラム 元気４】 

                                     （農水商工部） １０，５００千円 
 

メカトロ要素技術等研究資源の活用・融合、ＩＴを活用した新たな産業の創出
などを促進し、地域発のイノベーションを誘発する新たなしくみづくりを進める
ための具体的な戦略を策定する。 

 
 
 

〈 地域の資源を活用した産業振興 〉 
 

県南部への産業誘致対策事業 【重点事業 元気５】（農水商工部）  
１７９，０３３千円 

 
県南部地域に対し、競争力のある産業用地を企業に提供できるよう、関係市

町が行う産業用地整備事業を支援するとともに、その地域の特性を生かした産
業の誘致活動を展開することで、地域産業を活性化し、雇用の場の確保を図る。 

 
 
 

みえ地域コミュニティ応援ファンド（果実運用型）事業  
【みえの舞台づくりプログラム 元気４】 （農水商工部）  

３，８０１，２０５千円 
 

「みえ地域コミュニティ応援ファンド（果実運用型）」を組成し、地域の特性
を生かした事業や地域資源を活用した事業などの取組に対して資金面から支援す
る。（ファンド組成額５０億円（H19(10億円)、H20(40億円)） 

 
 
 
（新規）  新規市場開拓支援事業（農水商工部） 

 ４０，９２１千円 
 

商品開発から流通、販売まで総合的にサポートできる人材を設置し、国内市場
及び海外市場の調査、商談会の開催等により、競争力強化を図るとともに、首都
圏等でのイベント出店、百貨店・商店街等と連携した取組など多様な機会を効果
的に組み合わせた新しい型でのアンテナショップ等を通じて消費者ニーズの把握
に取り組む。 

 
 
 

〈 学校教育の充実 〉 
 
（一部新規）少人数教育推進事業 【重点事業 元気１】 （教育委員会） 

                            教員の配置拡充（定数１４名増 小１０、中４） 
 

小学校１、２年生での３０人学級（下限２５人）、中学校１年生での３５人
学級（下限２５人）を継続するとともに、その他の学年においても、各学校の
実情に応じて少人数授業などの少人数教育を推進できるよう、教員の配置を拡
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充する。 
また、中学校については、各学校の実情に応じて３５人学級を２年生あるい

は３年生にも振り替えられる制度を継続する。 
 
 
 
（新規）    特別支援学校の児童生徒増に伴う緊急対策事業 （教育委員会）   

７９，１０１千円 
 

特別支援学校西日野にじ学園における児童生徒の急増に緊急に対応するため、
暫定校舎を設置するとともに、スクールバスを追加配備する。また、杉の子特別
支援学校に新たに知的障がい部門を設置することとし、校舎の増築、スクールバ
スの配備、学校給食の提供などを行う。 

 
 
 

〈 文化政策の推進 〉 
 

新県立博物館整備検討事業 （生活・文化部）              
 ４４，９９６千円 

 
平成１９年度に策定する「新県立博物館基本構想」に示す考え方を具体化す 

るため、「新県立博物館基本計画」を策定する。また、新博物館の整備について
県民に分かりやすく説明するとともに、幅広く県民の意見を聴くなど整備段階か
ら多様な形で県民参画を進める。 

 
 

「生活・文化部の設置」 
 

      生涯学習を含めた総合的な文化施策を推進するため、教育委員会が担っている
関連業務を知事部局において実施することとし、生活部を「生活・文化部」とす
る。 

 
 
 
◆ みえのくらしづくり 
 
 

〈 防災体制の充実・強化 〉 
 

いのちを守る減災対策推進事業 【重点事業 くらし１】（防災危機管理部）     
１２２，０００千円 

 
       市町が実施する津波対策、孤立対策、避難所耐震化対策、災害時要援護者対

策を支援する。 
 
 
 

広域防災拠点施設整備事業 【重点事業 くらし１】（防災危機管理部） 
  １，１７３，８５８千円 

 
伊勢志摩地域において、災害時に応急対策の活動拠点となる広域防災拠点の

整備を進めるとともに、必要な資機材の整備を行う。 
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（一部新規）災害対応力強化事業 【重点事業 くらし１】（防災危機管理部）            

１０４，６４０千円 
 

大規模地震発生時に、広域的な初動対応を迅速かつ的確に実施できるよう高
機能な震度計への更新に着手するなど、県災害対策本部の機能強化を図る。 

 
 
 

 〈 防犯体制の充実・強化 〉 
 

警察署庁舎整備事業 （警察本部）                 １，８９５，５３９千円 
 

老朽、狭隘化した松阪警察署、鳥羽警察署について、警察を取り巻く環境の
変化に対応できる警察署にするため、建替えを行うほか、津南警察署について
は、県庁舎を利活用した改修を行うなど、治安活動拠点としての警察署庁舎整
備を進める。 

 
 
 

生活安全センターとしての交番機能強化事業 【重点事業 くらし４】（警察本部） 
１２５，１８６千円 

 
地域の治安拠点である交番の全てに交番相談員を配置し、地域住民からの相

談等に適切に対応していくとともに、地域の犯罪情報を提供するなど、地域の
「生活安全センター」としての交番機能を強化する。 

 
 
 
（新規）    運転免許証ＩＣ化事業 （警察本部）                   １５０，４１５千円 
 

運転免許証の偽変造の防止やプライバシーの保護の観点から、運転免許証を
ＩＣカード化し交付する。 

 
 
 

〈 次世代育成の支援 〉 
 

放課後児童対策事業費補助金 【重点事業 くらし５】 （健康福祉部） 
                                             ４４２，２３９千円 

放課後子ども教室推進事業 【重点事業 くらし５】 （健康福祉部） 
                                              ５０，３７７千円 

 
放課後や週末等の子どもたちの適切な遊びや生活の場の確保を支援するとと 

もに、小学校の余裕教室などを活用して、地域の多様な方々の参画を得て、学習
やスポーツ・文化活動、地域住民との交流活動等の取組を推進する。 

 
 
 
（新規）    こどもが主役の未来づくり事業 （健康福祉部）              ７，２４８千円 
 
      子どもたち自身が、子どもたちの思いや夢を実現できる社会づくりについて主

体的に考える機会を設定するとともに、おとなを巻き込み、社会全体がめざす
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「子育ち支援」「子育て支援」のあり方について検討する。 
 
 
 
     「こども局の設置」 
 

健康福祉部に「こども局」を設置し、子どもを安心して生み育てることができ、
子どもが心身ともに健やかに育つことのできる環境づくりに向けて、子ども関連
施策を総合的、一体的に推進する。 

 
 
 

〈 医師・看護職員の確保 〉 
 
（一部新規）医師確保対策事業費 【重点事業 くらし７】（健康福祉部） 

                                              １７５，３８３千円 
 
      新たな医師修学資金貸与制度、ドクタープール制度等を活用して医師の確保

を進めるとともに、医師の定着を支援していく仕組みについて検討を行う。 
 
 
 
（一部新規）看護職員確保・離職防止充実事業費【重点事業 くらし７】（健康福祉部） 

     ４５，０３７千円 
 
      看護職員を確保するため、修学資金の貸付、病院内保育所設置に対する支援

等を行うとともに、新たに中堅看護職員の離職防止対策に取り組む。 
 
 
 
（一部新規）医療機関機能分化推進事業費 【重点事業 くらし７】 （健康福祉部） 

                                               ３５，４３５千円 
 
      限られた医療資源を有効に活用するため、医療機関の機能分化を推進すると

ともに、助産師の確保と人材育成に向けた取組を進める。 
 
 
 

〈 緊急肝炎対策 〉 
 
（新規）    新しい肝炎総合対策推進事業 （健康福祉部）            ２８７，６４６千円 
 

Ｃ型肝炎の早期発見のため、肝炎ウイルス検査について、従来からの各保健
所での実施に加え、検査受診者の利便性を図るため、医療機関でも無料で検査
が受けられる体制づくりを行う。 

        また、特定肝炎（Ｂ型、Ｃ型肝炎）患者の経済的負担の軽減を図るため、イ
ンターフェロン治療に係る医療費を助成する。 
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〈 ごみゼロ社会づくりの推進 〉 
 

「ごみゼロ社会」実現推進事業【みえの舞台づくりプログラム くらし２】 
                              （環境森林部） ２８,４５８千円 

 
「ごみセロ社会実現プラン」の短期目標（平成22年度）を着実に達成するた
め、ごみ減量化に効果的な取組を選択し、モデル事業として実施するとともに、
これまでの成功事例を活用し、県全域への展開を図る。また、ごみゼロキャラ
クターを活用した啓発をとおして、県全体でごみ減量化に取り組む機運を醸成
する。 

 
 
 
〈 温室効果ガスの排出抑制の推進 〉 

 
（一部新規）温暖化防止に向けた事業活動促進事業【みえの舞台づくりプログラム くらし４】 

（環境森林部） ２１，３９３千円 
 

温室効果ガスの排出抑制に配慮した事業活動を促進するため、「地球温暖化
対策計画書」の策定・提出を条例で義務付けている大規模事業所等のフォロー
アップ調査や、中小事業所に対する省エネ診断等を実施することにより、産業、
業務部門の地球温暖化対策の取組を進める。 

また、新たな取組として、企業のネットワークを活用した企業グループ内
での二酸化炭素排出削減取組などを企業とともに考えながら総量削減対策を
進める。 

 
 
 
◆みえの絆づくり 
 
 

〈 観光振興 〉 
 

「旅ごころ誘う三重奏」誘客戦略推進事業 【重点事業 絆１】 （農水商工部） 
  １４３，０７５千円 

     教育旅行誘致事業 【重点事業 絆１】 （農水商工部）          ２，１２９千円 
自動車観光情報発信事業 【重点事業 絆１】 （農水商工部）     ４，７８１千円 

（新規）    自動車観光推進事業（農水商工部）                     １，５００千円 
 
      首都圏・関西圏・中部圏・海外等エリア別の情報発信・誘客戦略をさらに効

果的に推進するとともに、引き続き、首都圏等からの修学旅行、近隣県、県内

の学校からの社会見学といった教育旅行の誘致促進、自動車を利用する観光客

の利便性向上に向けた、カーナビゲーションシステム等に対応した観光情報の

発信や自動車観光に適した観光ルートの提案、普及等に取り組む。 
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注：対前年度は、全て平成１９年度６月補正（肉付補正）後予算対比 

 
 
 
 
 
 
◆  平成２０年度当初予算（一般会計）は、「年間総合予算」として編成し、対前年

度４．９％増の７，２３４億円で８年ぶりのプラス 
   ただし、借換債（約４６４億円）を除く実質ベースでは、対前年度１．８％減の

６，７７０億円で８年連続のマイナス 
 
（単位：億円、％） 

    
 

                        
 

 
 
 
 
 
 
   Ｈ１９の（ ）は当初予算額 Ｈ２０の（ ）は借換債除き 
 
                
       国の平成２０年度一般会計予算    ０．２％（一般歳出  ０．７％）  
       平成２０年度地方財政計画       ０．３％（一般歳出  ０．０％） 
 
 
 
 
 
 
 
◆ 県税収入は、対前年度０．９％減の２，７１３億円 
   法人事業税については、景気は回復しているものの、税収が伸び悩んでいることもあり、

対前年度３５億円減の７９５億円 
  （法人事業税の推移：Ｈ１７当初 560 億円、Ｈ１８当初 706 億円、Ｈ１９当初８３０億円） 

 
 

      県税収入の状況                                       （単位：億円、％） 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
予算は、対前年度４．９％の増で、８年ぶりのプラス 

 
借換債を除く実質ベースでは、１．８％の減で、８年連続のマイナス 

 

 Ｈ20 Ｈ19.6 Ｈ18 Ｈ17 Ｈ16 Ｈ15 

 
 当初予算額 

(6,770) 

   7,234 

  (6,690) 
   6,893 

  
   6,928 

  
   6,980 

 
   7,004 

  
   7,049 

 
 対前年度比 

(▲1.8) 

     4.9 

  (▲3.4) 
   ▲0.5 

  
   ▲0.7 

  
   ▲0.3 

  
   ▲ 0.6 

 
    ▲ 7.6 

 

 
 県税収入は、対前年度２５億円、０．９％の減で５年ぶりのマイナス 
 

 H20 

 

H19 

 

Ｈ18 Ｈ17 Ｈ16 Ｈ15 

  

当初予算額 

 

 2,713 

  

2,738 

  

  2,274 

  

  2,061 

 

  1,995 

   

 1,853 

  

対前年度比 

    

  ▲ 0.9 

  

   20.4 

 

    10.3 

 

     3.3 

 

    7.7 

 

   ▲ 7.7 

 

歳入・歳出の計数のポイント 
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◆ 地方交付税は、対前年度２．６％減の１，２３６億円 
   なお、臨時財政対策債も加えると、対前年度０．７％増の１，４７８億円 
 
 
 
 
 
 
 
◆ 県債は、対前年度５８．０％増の１，５１５億円 

ただし、借換債を除く実質ベースでは、対前年度９．７％増の１，０５２億円 
 
 
 
 
 
 
 
◆  義務的経費は、対前年度１２．５％増の３，８８３億円 

ただし、借換債を除く実質ベースでは、対前年度０．９％減の３，４１９億円 
 
 
 
◆  人件費は、退職手当は伸びるものの、総人件費の抑制等への取組等により、対前年度 

０．３％減の２，３７３億円 
 
 
 
◆ 公債費は、実質ベースでは、対前年度２．８％減の９３８億円 
 
 
 
 
 
 
 
 
◆ 投資的経費は、対前年度６．３％減の１，２１８億円 

うち単独事業は、対前年度３．１％増の３６８億円 
 
 
 
 
 
 
 
◆  財政調整基金は、平成２０年度の事業執行及び危機管理対応に必要な額（１０億円）を

 
 地方交付税は、対前年度３３億円、２．６％の減、ただし、臨時財政対策債
を加えると、対前年度１０億円、０．７％の増を確保 
 

 
 県債は、実質ベースで対前年度９３億円、９．７％の増 
  

 
 義務的経費は、実質ベースで対前年度３２億円、０．９％の減 

 
 投資的経費は、対前年度８２億円、６．３％の減 
  

 
 財源不足に対しては、基金の活用により対応 
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残し、１２５億円を活用する。 
 
 
 
◆ 県債管理基金、その他特定目的基金についても可能な限り活用する。 
 
 
 
◆  合わせて、３０２億円の基金を活用する。    （Ｈ１９活用額 ３３９億円） 
 
 
 
 
 
 
◆ 厳しい財政状況のもと、限られた経営資源の中で、事務事業の「選択と集中」を一層進め、

簡素で効率的な「身の丈」にあった行財政運営を進める。 
 
 ○ 総人件費の抑制 
 
  「みえ経営改善プラン（改定計画）」を踏まえ、今後も総人件費の抑制に取り組む。 
 

・ 職員数の計画的な削減 
職員定数の推移（条例定数） 

             
 Ｈ１７ 26,417人（▲97） 
 Ｈ１８ 26,335人（▲82） 
Ｈ１９ 26,123人（▲212） 
Ｈ２０ 25,943人（▲180） 

             （ ）内は、対前年増減数 
 

・ 平成２０年度においても平成１９年度に引き続き、知事をはじめとする特別職等
の給料と管理職手当の減額を実施。 

 
○ 事業成果、費用対効果等の視点からの徹底した事務事業の見直し 

 
平成２０年度見直し事業  １０７事業  約 ４２億円の減 

区 分 事 業 数 金  額 
廃止 ６２事業   約  ６億円 
休止     ２６事業   約 ２９億円 
リフォーム     １９事業   約  ６億円 
合 計 １０７事業   約 ４２億円 

 
参考：平成１９年度見直し事業  １６３事業  約 ７１億円の減 

区 分 事 業 数 金  額 
廃止 １１４事業   約 ５２億円 
休止     １２事業   約 １１億円 
リフォーム     ３７事業   約  ８億円 
合 計 １６３事業   約 ７１億円 

 

 
財政健全化に向けた取組 
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参考：平成１８年度見直し事業  １８０事業  約 ５７億円の減 
区 分 事 業 数 金  額 

廃止 １００事業   約 ３５億円 
休止     １１事業   約 １０億円 
リフォーム     ６９事業   約 １２億円 
合 計 １８０事業   約 ５７億円 

 


